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【まとめ】 
本研究は，交通事故を誘発する危険性のある路

上駐車（迷惑駐車）を市民が携帯端末により報告

することで迷惑駐車の実態を把握・可視化するシ

ステムを構築し，その効果を検証することを目的

とする．路上駐車の報告が可能なスマートフォン

アプリを製作し実証実験を行った結果，本システ

ムによって，今まで明らかとなっていなかった迷

惑駐車実態を把握でき，また，これを抑止できる

可能性があることを明らかにした． 

  
1. 研究の目的 

 

本研究では，交通事故を誘発する危険性のある路上駐

車（以降、迷惑駐車、図-1）を抑止することを目標に，

これらを市民が簡便に報告し可視化できるシステムを構

築し，そのような駐車がどの程度発生しているか実態を

把握・可視化するとともに，システムの導入により見込

まれる効果を評価することを目的とする．本システムに

より，以下の 3点を期待することができ，交通環境の改

善に寄与できると考えられる． 

・誰もが利用可能な迷惑駐車報告手段の提供によって市

民の迷惑駐車に対する関心・意識が向上する． 

・市民が迷惑と感じる駐車箇所を可視化することによっ

て，運転者が自身の駐車の迷惑度を認知し，迷惑駐車の

抑止力となる． 

・110 番通報への心理的なハードルのために黙認されて

いた迷惑駐車の情報を把握できることによって取締りの

改善が可能となる． 

 

 
図-1 本研究で扱う路上駐車の分類図 

2. 研究の方法・経過 

 

2－1 研究方法 

市民が迷惑駐車を報告し，その情報を収集・可視化す

るシステムとして，本研究ではスマートフォンを媒体と

したシステムを構築する．具体的には，迷惑駐車の位置

情報や迷惑度等の詳細情報をその場で簡便に報告できる

スマートフォンアプリを製作する．市民はそのアプリを

ダウンロードし，迷惑駐車を発見した際に駐車箇所の位

置情報等をサーバーに送信し，地図上で投稿箇所が確認

できるシステムを構築する． 

 送信項目の選定にあたり本研究では，アプリ利用者の

迷惑駐車の報告への心理的負担及びスマートフォンアプ

リを利用する負担を軽減するために，必要最低限の送信

項目を選定した．送信項目を表-1に示す．自動車や二輪

車の乗車中に迷惑駐車に遭遇した際に，その場で投稿す

ることは事故等の安全性の面で問題があるため，日時及

び場所を後で指定して投稿をできるように設定した． 

研究で構築するシステムについて，アプリが備えるべ

き要件を以下にまとめる． 

・多数のユーザーが投稿することができる 

・ユーザーは簡便に投稿を行うことができる 

・位置情報の送信が可能である 

・他者が投稿した情報を地図上でユーザーが閲覧できる 

・他者の投稿箇所を編集することはできない 

 

表-1 迷惑駐車箇所報告アプリ送信内容 

必須項目 位置情報 

発見日時 

迷惑レベル（3段階） 

迷惑の種類 

投稿者の状況 

（歩行中・車運転中等） 

任意項目 車両写真 

自由コメント 
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 表-1の送信項目を送信可能かつ，上記の要件を満たす

アプリとして，本研究では迷惑駐車箇所報告アプリの製

作に際し，「fulcrum」というスマートフォン用データ収

集フォーム製作アプリを本研究用に編集し，用いるもの

とした．製作したアプリの投稿画面と迷惑駐車確認画面

を図-2に示す．  
 

  
図-2 アプリ画面（左-投稿画面，右-閲覧画面） 

 
2－2 実証実験概要 

 迷惑駐車箇所の分布等の把握・可視化，及び本研究で

構築したシステムの導入効果を明らかにするために，製

作したスマートフォンアプリをモニターに実際に利用し

てもらう実証実験を表-2の要項で実施した．モニターの

選定に関して，路上駐車台数が多く存在していること
6)，また，山口ら7)の先行研究によって路上駐車分布が明

らかとなっていることから東京・神保町周辺地域を主要

対象地域とし，この地域の会社及び店舗に勤務している

人を主なモニター対象者に設定した．また，投稿対象地

域に関して，モニターが発見した駐車箇所が対象地域か

どうかを考慮することによって投稿に対する抵抗が生ま

れないように，神保町周辺に限らず迷惑･危険と感じた

場合は地域等には関係なく投稿してもらうものとした． 

 
表-2 実証実験概要 

実験目的 迷惑駐車情報の把握及び本システムの

導入効果を明らかにする 

実験期間 2016年 11月 1日～2016年 11月 30日 

投稿対象地域 限定しない 

モニター対象者 神保町周辺通勤者，本学研究室学生 

モニター人数 37名（神保町通勤者 27名，学生 10名） 

 

実験参加者は迷惑駐車を発見するために特別な行動は

せず，普段通りの生活をし，路上駐停車車両を「迷惑・

危険」と感じたらその駐車箇所について製作したスマー

トフォンアプリを通して投稿するものとした．また，1

ヶ月間の実験の後，迷惑駐車報告システムの改善及び導

入効果の評価と，迷惑駐車に関する意識の実態把握を目

的として実験参加者に対しアンケート調査を行った． 

 
3. 研究の成果 
 
3－1 実証実験結果 

実証実験の結果期間中の投稿は前171件であった．ま

た、全モニターのうち約75%の人が投稿を行っていた． 
1 人あたりの投稿数は 4.6 件となり，平均して一人当た

り週1件以上の投稿が行われていたことが明らかとなっ

た．アンケートによると，投稿しようという意識はあっ

たが，迷惑な駐車に遭遇しなかった，という人も見受け

られた． 

投稿によって明らかとなった迷惑駐車の分布図を図-3

に示す．モニターの勤務地周辺である神保町周辺におけ

る投稿は 171 件中 52 件と比較的多く見受けれらたが，

それ以外の地域での投稿も見受けられ，様々な地域にお

いて投稿が行われていたことが分かる．  
 

 

図-3 迷惑駐車分布図 

 

3－2  迷惑駐車発見時の状況と投稿データの関係性 
迷惑駐車の発見時の状況別の投稿数を見ると，表-3に

示すように，歩行中における投稿数が最も多い結果とな

った．これは，運転中にはアプリを開くことが困難であ

るため投稿に対する負担が大きくなるが，歩行中は立ち

止まってアプリを開くことができ，迷惑駐車発見後すぐ

に投稿ができるため，その結果投稿数が多くなったもの

と考えられる．その他の投稿として，建物内での投稿，

バスの中での投稿が見うけられた． 
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表-3 迷惑駐車発見時の状況別投稿結果 

 歩行中 自動車 

運転中 

二輪車 

運転中 

その他 

投稿数 87件 62件 19件 3件 

 

次に，迷惑の種類と迷惑駐車発見時の状況との関係に

ついて着目する．図-4に示すように，どの状況において

も「通行の邪魔」が最も多い投稿数となり，特に自動車

の運転中に関しては「通行の邪魔」が投稿の内 85％以

上を占める結果となった．二輪車の運転中に関して着目

すると，「通行の邪魔」が最も多い投稿数ではあるが，

他の状況に比べると割合は小さくなっており，その一方

で「事故の危険」となる駐車の投稿が比較的大きい割合

を占めていることが分かる．これは，二輪車は自動車に

比べると車両の大きさが小さいため，路上駐車が通行の

邪魔になりにくいものと考えられる．また，二輪車は歩

行者に比べると走行速度が大きく事故の際の危険度が高

くなるため，ドライバーは事故の危険を感じやすくなっ

ているものと考えられる． 

 

 
図-4 迷惑駐車発見時の状況別・迷惑の種類割合 

 

3－2 考察 

これらの結果を踏まえ，本システムを導入した場合に

期待出来る効果について考察する． 

(1) 投稿機能に着目した導入効果 

モニターの今までの路上駐車に関する 110通報経験と

本実験での投稿の有無の関係を図-5に示す．アンケート

結果によると，今までに路上駐車を迷惑に思ったことが

ある人はおよそ 95%であったが，その一方，路上駐車の

110番通報経験がある人はわずか3%であることが明らか

となった．また，実証実験の結果，実験参加者の 75%が

実験期間中に投稿を行っており，今までに通報をしてい

なかった多くの人が投稿していることが明らかとなった．

また，社会実装された場合に利用する，と回答した人は

全員という結果となり，特に取り締まりと連携する場合

や非常に迷惑な駐車に遭遇した場合に利用したい，とい

う意見が多く見られた． 

以上のことから，非常に多くの市民が路上駐車によっ

て迷惑を被っている中，行政に届いている市民の声はご

くわずかであることが明らかとなった．そして，本シス

テムのような路上駐車による迷惑を手軽に伝えられる手

段を提供することで，このギャップを解消できる効果を

期待できることが明らかとなった．多くの市民が投稿す

ることで，迷惑駐車実態の詳細な把握が可能になること

も見込むことができる．また，取り締まり機関と連携し，

中長期的に投稿箇所を重点的に取り締まる等の対応が行

われることで，さらなる投稿を見込むことが出来ると考

えられる． 

 

 
図-5 路上駐車の通報と迷惑駐車報告の関係 

 

(2) 迷惑駐車分布の閲覧機能に着目した導入効果 

他人の投稿箇所の閲覧機能によるモニターの路上駐車

に対する意識の変化についてまとめたものを図-6に示す．

アンケートの結果によると，運転免許を持っている人の

うち今までに路上駐車をしたことがある人は 32 人中 22

人であり，その内「迷惑にならないと思ったから路上駐

車をした」と回答した人はわずか 6人であった．このこ

とから本実験の前には路上駐車をする際に周囲に与える

影響を考慮している人は少ないことがわかる． 

本研究で製作したスマートフォンアプリでは，投稿を確

認できる機能を搭載したが，これを実験中に確認してい

た人は 32人中 25人（内，路上駐車経験者 17人）であ 

 

 

図-6 自身の路上駐車行動に関する意識の変化 
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った．また，この閲覧機能が今後の駐車する時の参考に 

なった，と回答した人は 25人中 13人（内，路上駐車経

験者 10 人）であった．また，本システムが社会実装さ

れた場合に路上駐車行動を変更する，あるいは意識する，

と回答した人は 95%以上という結果となった．実験期間

中と社会実装後において閲覧機能の利用意向に差がある

理由として，アンケートの結果からアプリのインストー

ルや，アプリを起動させることに対しての負担，迷惑駐

車箇所の表示機能の見難さなどが影響していると考えら

れる． 

以上のことから，迷惑駐車分布の閲覧機能によって路

上駐車の周囲への影響を可視化し，路上駐車の迷惑度を

伝えることで，ドライバーの駐車行動の変更を促し，ひ

いては迷惑駐車を抑止する効果を期待できるということ

が明らかとなった．また，本研究の実証実験では迷惑駐

車分布を確認するためにスマートフォンの起動及びアプ

リを開く作業を必要としたが，カーナビ等に迷惑駐車情

報を表示させるなど，自動的に迷惑駐車についての情報

が得られるようにすることで，より駐車に対する意識の

改善を見込むことが出来ると考えられる． 

 

(3) 取り締まりとの連携に着目した導入効果 

投稿が多く見受けられた神田署の管轄内における，警

視庁策定の路上駐車取り締まり重点路線別に投稿箇所の

分類を行い，迷惑の種類との関係について着目したとこ

ろ，図-7のような結果となった．取締り最重点路線では

ほとんどの投稿が「通行の邪魔」となっていたが，重点

路線及びその他の路線では，「事故の危険」を始めとし

た「通行の邪魔」以外の投稿が多く見受けられた．警視

庁へのヒアリングによると，現在最も路上駐車取り締ま

りに関して力を入れていることは「路上駐車に関連する

交通事故の削減」であった．システムを社会実装するこ

とによって，状況別や迷惑の種類別など詳細な属性毎に

駐車箇所を把握することが出来るため，例えば、交通事

故の危険になるような駐車箇所のデータを抜き出したり

と、地域の特色にあった取締りの効率化を図ることが可

能になると期待できる． 

 

 

 

 

 

図-7 取締り路線種類別・迷惑の種類割合 

 

3－3 まとめ 

以下に本研究の成果をまとめる 

a. 市民が迷惑・危険と感じる路上駐車について着目し，

日本国内で初となる迷惑駐車箇所を市民が報告するシス

テムを構築した． 

b. 市民からの投稿により，今まで明らかとなっていな

かった迷惑駐車箇所の分布を可視化した． 

c. 歩行中･自動車運転中･二輪車運転中ごとに，それぞ

れが迷惑･危険と感じる路上駐車の特徴を明らかにした．  

d. 以下の 3 点について，本システムを日本国内に導入

した場合に効果が期待できることを示した 

・市民が認識する迷惑･危険を手軽に伝えることによる

迷惑駐車実態の把握 

・迷惑駐車分布を可視化することによる迷惑駐車抑止 

・迷惑駐車の属性を把握することによる路上駐車の取り

締まり効率化 

 

4. 今後の課題 
 

今後の課題として，他地域の勤務者及び住民や，年代

別，自動車の運転頻度別にモニターを募集するなど，実

験の対象者設定を詳細に検討する余地がある． 

 

5. 研究成果の公表方法 
 

本研究の成果は土木学会論文集D3(土木計画学)特集号

に投稿し，既に掲載が決定している．また国際学会での

発表も予定しているほか，道路管理者や交通管理者との

意見交換等の場も活用して公表を行う． 
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